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議案第33号

令 和 4 年 度

浜 田 市 公 共 下 水 道 事 業 会 計 予 算



（総則）

第１条 令和4年度浜田市公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(１) ha

(２) ㎥

(３) ㎥

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業外費用中

企業債利息47,327千円の財源に充てるため、企業債16,600千円を借り入れる。

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本

過年度分消費税等資本的収支調整額13,093千円で補てんするものとする。）

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

千円

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

一 日 平 均 処 理 水 量

539,003

120,552

354,724

538,475

営 業 外 収 益

企 業 債

他 会 計 出 資 金

121,300

国 県 補 助 金

特 別 損 失

予 備 費

収 入

418,451

1,200

的支出額に対し不足する額217,909千円は、当年度分損益勘定留保資金204,816千円及び

28,000

営 業 外 費 用

479,490

156,424

資 本 的 支 出

49,000

工 事 負 担 金

令和4年度　浜田市公共下水道事業会計予算

下 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

年 間 総 処 理 水 量

収 入

処 理 面 積

支 出

250

1,750

640,000

57,485

300

171,758

400,875

572,633

資 本 的 収 入

第４項

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

支 出
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（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

千円

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、400,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(１) 営業費用、営業外費用及び特別損失の間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又

はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(１) 千円

（他会計からの補助金）

第９条 分流式下水道等に要する経費等に充当するため、浜田市一般会計からこの会計へ

補助を受ける金額は、280,400千円である。

令和4年2月24日　提出

浜田市長　久保田　章　市

ストックマネジメント改築事業 証券発行

限 度 額

28,300

証書借入

償 還 の 方 法起債の方法

10,000

23,900

起 債 の 目 的

職 員 給 与 費

資本費平準化債 63,700

5.0％以内

利 率

浜田処理区整備事業

53,262

（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

公共ます設置事業

又は

12,000道路改良に伴う支障移転事業

借入先の融資条件によ
る。ただし、都合により
据置期間及び償還期限を
短縮し、若しくは延長
し、繰上償還を行い、又
は借換えすることができ
る。

2



　収　　入 （単位：千円）

予定額

1 下水道事業収益 539,003

(1) 営 業 収 益 120,552

1 下 水 道 使 用 料 119,773 下水道使用料収入

2 そ の 他 営 業 収 益 779 下水道使用料、受託工事収益以外で

通常発生する収益

(2) 営 業 外 収 益 418,451

1 受 取 利 息 及 び 1 預金利息等

配 当 金

2 他 会 計 補 助 金 280,400 分流式下水道等に要する経費等に充当

するための補助金

3 長 期 前 受 金 戻 入 138,048 減価償却費に見合う財源の収益化額

4 消 費 税 及 び 1

地方消費税還付金

5 雑 収 益 1 財産貸付収入等

令和4年度　浜田市公共下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

款 項 目 備　　　考
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　支　　出 （単位：千円）

予定額

1 下水道事業費用 538,475

(1) 営 業 費 用 479,490

1 管 渠 費 21,596 管渠に係る設備の維持管理に要する

費用

2 ポ ン プ 場 費 2,601 ポンプ場施設に係る設備の維持管理に

要する費用

3 処 理 場 費 95,009 処理場施設に係る設備の維持管理に

要する費用

4 業 務 費 9,446 下水道使用料の調定、集金及び検針等

に要する費用

5 総 係 費 24,574 事業活動の全般に要する費用

6 減 価 償 却 費 298,056 固定資産の減価償却費

7 資 産 減 耗 費 28,208 固定資産の除却費

(2) 営 業 外 費 用 57,485

1 支 払 利 息 及 び 49,821 企業債及び借入金の利息並びに手数

企 業 債 取 扱 諸 費 料、取扱費

2 雑 支 出 7,664

(3) 特 別 損 失 300

1 過年度損益修正損 300 前年度以前の損益の修正で損失の

性質を有するもの

(4) 予 備 費 1,200

1 予 備 費 1,200

項 目款 備　　　考
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　収　　入 （単位：千円）

予定額

1 資 本 的 収 入 354,724

(1) 国 県 補 助 金 49,000

1 国 庫 補 助 金 49,000 建設改良事業に対する国庫補助金

(2) 工 事 負 担 金 28,000

1 工 事 負 担 金 28,000 建設改良事業に対する工事負担金

(3) 企 業 債 121,300

1 企 業 債 121,300 建設改良事業等に充当する企業債

(4) 他会計出資金 156,424

1 他 会 計 出 資 金 156,424 建設改良事業に対する一般会計出資金

　支　　出 （単位：千円）

予定額

1 資 本 的 支 出 572,633

(1) 建 設 改 良 費 171,758

1 管 渠 費 110,989 管渠整備に要する経費

2 処 理 場 費 60,769 処理場整備に要する経費

(2) 企業債償還金 400,875

1 企 業 債 償 還 金 400,875 企業債の償還元金

款 項 目 備　　　考

資本的収入及び支出

目 備　　　考款 項
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１  総　　括

特 別 職 報 酬 給 料 手 当 計

本年度 12 (1) 6 2,219 22,094 19,989 44,302 8,010 52,312

前年度 12 (1) 6 2,219 22,795 18,169 43,183 8,334 51,517

比較 0 0 0 0 △ 701 1,820 1,119 △ 324 795

注 （  ）は短時間勤務の職員数（外数）

ア  会計年度任用職員以外の職員

特 別 職 報 酬 給 料 手 当 計

本年度 12 6 360 22,094 19,617 42,071 7,659 49,730

前年度 12 360 22,795 17,774 40,929 7,979 48,908

比較 0 0 0 △ 701 1,843 1,142 △ 320 822

イ  会計年度任用職員

特 別 職 報 酬 給 料 手 当 計

本年度 (1) 1,859 372 2,231 351 2,582

前年度 (1) 1,859 395 2,254 355 2,609

比較 0 0 △ 23 △ 23 △ 4 △ 27

注 （  ）は短時間勤務の職員数（外数）

（単位：千円）

区 分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

管理職員特別
勤 務 手 当

本 年 度 1,098 324 371 0 1,629 0

前 年 度 1,098 0 431 0 1,833 0

比 較 0 324 △ 60 0 △ 204 0

区 分 勤 勉 手 当
賞 与 等
引 当 金 繰 入
（ 手 当 分 ）

退 職 手 当
組合負担金

退職手当組合
特別負担金

退 職 給 付
引当金繰入

手 当 計

本 年 度 3,031 2,078 3,756 0 3,004 19,989

前 年 度 3,060 2,250 3,875 0 621 18,169

比 較 △ 29 △ 172 △ 119 0 2,383 1,820

手 当 の
内 訳

管理職手当

500

500

0

期 末 手 当

4,198

4,501

△ 303

6

（単位：人、千円）

区　分

職 員 数 給 与 費

法定福利費 合 計

一般職

区　分

職 員 数 給 与 費

法定福利費 合 計

一般職

給　　与　　費　　明　　細　　書

（単位：人、千円）

区　分

職 員 数 給 与 費

法定福利費 合 計

一般職

（単位：人、千円）
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

千円
1 給与改定に伴う 給与改定の状況

　増減額  前年度改定率
千円

実施時期

2 普通昇給に伴う 普通昇給分 平均昇給率

　増減額 昇給数 職員数
千円

1号給

2号給

3号給

4号給

3 その他の増減分 退職に伴う減額 職員数の異動状況
千円 千円

新規採用に伴う増額
千円

他会計との異動等に

よる増減額
千円

昇格等による増減額
千円

その他による増減等
千円

給料額の削減による

減額
千円

千円 千円

昨年度実績等に伴う増

人事異動等に伴う減

人事異動等に伴う減

人事異動等に伴う減

人事異動等に伴う減

期末要支給額の見込みによる増

退 職 手 当
組 合 特 別
負 担 金

1.24%

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　明 備　　　　　　考

給　料 △701

178

641

△879

△1,520 前年度

計

本年度 6人

6人

6人

増　減

現に在職する
職員数 その他

職員手当 1,820 管 理 職
手 当

賞 与 等
引 当 金
繰 入 額

扶 養 手 当

住 居 手 当 324

通 勤 手 当 △60 支給見込みによる減

時 間 外
勤 務 手 当

△204 昨年度実績等に伴う減

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

特殊勤務手当

退 職 給 付
引 当 金
繰 入

2,383

6人

6人

期 末 手 当 △303

勤 勉 手 当 △29

退 職 手 当
組 合
負 担 金

△119

△172
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３　給料及び職員手当の状況

（1）職員一人当たり給与

（2）初任給

（3）級別職員数

（級別の基準となる職務）

構成比は、四捨五入のため一致しない場合があります。

区             分 一般行政職

係長・主任主事・主任技師

171,700 171,700

区　分 一般行政職（円）
一般会計の制度

一般行政職（円）

区　　　分
一般行政職

級

高　校　卒 150,600 150,600

4　級

令和4年1月1日現在

平均給料月額（円） 300,217

平均給与月額（円） 380,168

平 均 年 齢 （歳） 38.08        

令和3年1月1日現在

平均給料月額（円） 312,800

平均給与月額（円） 360,401

平 均 年 齢 （歳） 40.02        

職員数 構成比（％）

大　学　卒

令和4年1月1日現在

7級

6級 1 16.7

5級

4級 2 33.3

3級

2級 3 50.0

1級

計 6 100.0

一般行政職

7　級 6　級 5　級

部長 課長 係長

3　級 2　級 1　級

主任主事・主任技師 主事・技師 主事・技師

令和3年1月1日現在

7級

6級 1 16.7

5級

4級 3 50.0

3級

計 6 100.0

2級 1 16.7

1級 1 16.7
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（4）昇給

（5）特殊勤務手当

- -

- -

-

（6）期末手当・勤勉手当

（7）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（8）その他の手当

構成比は、四捨五入のため一致しない場合があります。

2号給（人）

1号給（人）

　　比　　　　率　（Ｂ/Ａ）　（％） 100.0 100.0

4号給（人） 6 6

3号給（人）

2号給（人）

　　職　　員　　数　　（Ａ）（人） 6 6

区　　　　　分 全　職　種 一般行政職

号給数別内訳

1号給（人）

4号給（人） 6 6

合　　　計 一般行政職

　　職　　員　　数　　（Ａ）（人） 6 6

本
年
度

　　昇給に係る職員数　（Ｂ）（人） 6 6

号給数別内訳

　　比　　　　率　（Ｂ/Ａ）　（％） 100.0 100.0

前
年
度

　　昇給に係る職員数　（Ｂ）（人） 6 6

3号給（人）

　給料総額に対する比率（％）

　支給対象職員の比率　（％）

代表的な特殊勤務手当の名称

区　　分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の

備考
6月（月分） 12月（月分） （月分） 級等による加算措置

本 年 度 2.150 2.150 4.300 制度あり

前 年 度 2.225 2.225 4.450 制度あり

一般会計の制度 2.150 2.150 4.300 制度あり

区　分
20年勤続 25年勤続 35年勤続 最高限度 その他の 退職時の

の者(月分) の者(月分) の者(月分) （月分） 加算措置等 特別措置

47.71 47.71 制度なし なし

支給率等 24.58688 33.2708 47.71 47.71 制度なし

通　勤　手　当 同　　　じ

区　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶　養　手　当 同　　　じ

住　居　手　当 同　　　じ

なし

一般会計の制度 24.58688 33.2708
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（単位：千円）

1　固定資産

(1) 有形固定資産

ｲ　土地 216,637

ﾛ　建物 538,590

 減価償却累計額 △ 253,533 285,057

ﾊ　構築物 10,493,577

 減価償却累計額 △ 4,059,109 6,434,468

ﾆ　機械及び装置 2,259,741

 減価償却累計額 △ 1,571,905 687,836

ﾎ　工具器具及び備品 5,001

 減価償却累計額 △ 4,393 608

ﾍ　建設仮勘定 337,740

 有形固定資産合計 7,962,346

(2) 無形固定資産

ｲ　ソフトウェア 4,965

 無形固定資産合計 4,965

 固定資産合計 7,967,311

2　流動資産

(1) 現金預金 20,656

(2) 未収金 24,080

　　 貸倒引当金 △ 62 24,018

 流動資産合計 44,674

 資産合計 8,011,985

令和4年度　浜田市公共下水道事業予定貸借対照表

（令和5年3月31日）

資　　産　　の　　部
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3　固定負債

(1) 企業債

ｲ　建設改良企業債（※） 3,375,623

 企業債合計 3,375,623

(2) 引当金

ｲ　退職給付引当金 9,526

 引当金合計 9,526

(3) その他固定負債 450

 固定負債合計 3,385,599

4　流動負債

(1) 企業債

ｲ　建設改良企業債（※） 380,644

 企業債合計 380,644

(2) 未払金 16,872

(3) 引当金

ｲ　賞与等引当金 3,671

 引当金合計 3,671

 流動負債合計 401,187

5　繰延収益

  (1）長期前受金 5,674,123

      長期前受金収益化累計額 △ 2,547,575

 繰延収益合計 3,126,548

 負債合計 6,913,334

6　資本金

(1) 固有資本金 452,971

(2) 繰入資本金 446,112

 資本金合計 899,083

7　剰余金

(1) 資本剰余金

ｲ　国庫補助金 194,038

 資本剰余金合計 194,038

(2) 利益剰余金

ｲ　当年度未処分利益剰余金 5,530

 利益剰余金合計 5,530

 剰余金合計 199,568

 資本合計 1,098,651

 負債資本合計 8,011,985

負　　債　　の　　部

資　　本　　の　　部

(※)建設改良費等の財源に充てるための企業債
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（単位：千円）

1　営業収益

 (1) 下水道使用料 108,885

 (2) その他営業収益 779 109,664

2　営業費用

 (1) 管渠費 19,646

 (2) ポンプ場費 2,367

 (3) 処理場費 87,609

 (4) 業務費 9,132

 (5) 総係費 24,104

 (6) 減価償却費 298,056

 (7) 資産減耗費 28,208 469,122

営業損失 △ 359,458

3　営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金 1

 (2) 他会計補助金 280,400

 (3) 長期前受金戻入 138,048

 (4) 消費税及び地方消費税還付金 1

 (5) 雑収益 1 418,451

4　営業外費用

 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 49,821

 (2) 雑支出 7,664 57,485 360,966

経常利益 1,508

5　特別損失

 (1) 過年度損益修正損 273 273

6　予備費

 (1) 予備費 1,200 1,200 △ 1,473

当年度純利益 35

前年度繰越利益剰余金 5,495

当年度未処分利益剰余金 5,530

<参考>

財源措置します。

　地方公営企業会計基準に基づき、損益計算書において「減価償却費」を営業費用に、「長期前受金戻入」

を営業外収益に計上していることから、営業収支が359,458千円の赤字となっていますが、実質的な営業損

益を算出するため、長期前受金戻入相当額を「減価償却費」から控除した場合には、221,410千円の赤字と

なります。

令和4年度　浜田市公共下水道事業予定損益計算書

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

　営業外費用の支払利息及び企業債取扱諸費49,821千円のうち、16,600千円は企業債（資本費平準化債）で
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<参考>

　前頁下段において参考情報として示したように、営業費用に計上している「減価償却費298,056千円」か

ら営業外収益に計上している「長期前受金戻入138,048千円」を控除して予定損益計算書を示せば、下記の

とおりとなります。

（単位：千円）

1　営業収益

 (1) 下水道使用料 108,885

 (2) その他営業収益 779 109,664

2　営業費用

 (1) 管渠費 19,646

 (2) ポンプ場費 2,367

 (3) 処理場費 87,609

 (4) 業務費 9,132

 (5) 総係費 24,104

 (6) 減価償却費 160,008

 (7) 資産減耗費 28,208 331,074

営業損失 △ 221,410

3　営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金 1

 (2) 他会計補助金 280,400

 (3) 消費税及び地方消費税還付金 1

 (4) 雑収益 1 280,403

4　営業外費用

 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 49,821

 (2) 雑支出 7,664 57,485 222,918

経常利益 1,508

5　特別損失

 (1) 過年度損益修正損 273 273

6　予備費

 (1) 予備費 1,200 1,200 △ 1,473

当年度純利益 35

前年度繰越利益剰余金 5,495

当年度未処分利益剰余金 5,530

令和4年度　浜田市公共下水道事業予定損益計算書

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）
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（単位：千円）

1.　業務活動によるキャッシュ・フロー　　

当年度純利益 35

減価償却費 298,056

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,004

賞与等引当金の増減額（△は減少） 182

長期前受金戻入額 △ 138,048

資産減耗費 28,208

受取利息及び配当金（△) △ 1

支払利息 49,821

未収金の減少（△は増加） 5,952

247,209

受取利息及び配当金の受取額 1

利息の支払額 △ 49,821

業務活動によるキャッシュ・フロー　　　　　（A） 197,389

2.　投資活動によるキャッシュ・フロー　　

固定資産の取得・建設改良による支出（△） △ 157,753

国庫補助金収入 44,545

工事負担金収入 25,455

投資活動によるキャッシュ・フロー　　　　　（B） △ 87,753

3.　財務活動によるキャッシュ・フロー　

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 137,900

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還等による支出（△） △ 400,875

他会計からの出資による収入 156,424

一時借入金の借入による収入 400,000

一時借入金の返済による支出（△） △ 400,000

財務活動によるキャッシュ・フロー　　　　   (C) △ 106,551

資金増加額（△は減少額）　　　　 (A+B+C) 3,085

資金期首残高 17,571

資金期末残高 20,656

令和4年度　浜田市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

項　　　　　　目

　小　　　　　　計
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1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）固定資産の減価償却の方法について
① 有形固定資産（リース資産を除く）
　浜田市公共下水道事業会計規則第86条の規定により定額法を適用。

保有している資産の主な耐用年数は次のとおり。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
　浜田市公共下水道事業会計規則第86条の規定により定額法を適用。

保有している資産の主な耐用年数は次のとおり。

③ リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用する。

（2）引当金の計上方法について
① 貸倒引当金
　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を貸
倒引当金として計上している。

② 退職給付引当金
　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における職員に対する退職手当の
要支給額から、島根県市町村総合事務組合（退職手当組合）における積立金相当額
を控除した額を計上している。
　なお、公営企業会計移行の前日（令和2年3月31日）までに発生している退職給付
に係る債務については、公共下水道事業特別会計に係るものとして、一般会計で負
担することにしている。

③ 賞与等引当金
　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、
当事業年度末における支給及び支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計
上している。

（3）その他会計に関する書類作成のための基本となる重要な事項について
① 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

2.予定貸借対照表等に関する注記

（1）企業債の償還に係る他会計の負担について
　貸借対照表に計上されている企業債残高（1年以内に償還予定のものも含む）の
うち、浜田市(市長部局）との協定等に基づき一般会計が負担すると見込まれる額は
2,944,913千円である。

8～50
構築物 15～50

令和4年度　個 別 注 記 

機械及び装置 10～20

種　類 耐用年数(年)
ソフトウェア 5

種　類 耐用年数(年)
建物
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3.予定損益計算書に関する注記

　特記事項なし。

4.予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

（1）重要な非資金取引について　　該当なし。

5.セグメント情報に関する注記

浜田市街地における、し尿・生活雑排水等の処理

（単位：千円）

合　　　計

6.減損損失に関する注記

（1）減損の兆候について　　該当なし。

7.重要な後発事象に関する注記　　該当なし。

8.その他の注記　　

（1）賞与等引当金の目的使用による取り崩しについて
　当事業年度において、職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利
費の支払いを行うため、賞与等引当金3,489千円を取り崩す。

（2）令和4年4月1日において、福浦地区及び古湊地区漁業集落排水処理施設を統合するこ
とにより、資産、負債、資本が増加している。

セグメント負債 277,333 6,636,001 6,913,334

経常損益 0 1,508 1,508
セグメント資産 337,285 7,674,700 8,011,985

営業収益 供用開始前のため
計上なし

109,664 109,664
営業費用 469,122 469,122
営業損益 △ 359,458 △ 359,458

セグメント区分 事　業　の　内　容
公共下水道事業
特定環境保全公共下水道事業 国府地区、旭地区、三隅地区における、し尿・生活

雑排水等の処理

公共下水道事業 特定環境保全
公共下水道事業

繰延収益
資本金
負債資本合計

9,269 千円
1,601 千円

36,410 千円
55,668 千円

102,948 千円

固定資産
資産合計

102,948 千円
102,948 千円

固定負債
流動負債

　　公共下水道事業会計は、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業を運営していること
　から、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業の2つを報告セグメントとしている。
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（単位：千円）

1　固定資産

(1) 有形固定資産

ｲ　土地 216,637

ﾛ　建物 538,590

 減価償却累計額 △ 245,809 292,781

ﾊ　構築物 10,288,229

 減価償却累計額 △ 3,790,584 6,497,645

ﾆ　機械及び装置 2,222,499

 減価償却累計額 △ 1,497,704 724,795

ﾎ　工具器具及び備品 5,001

 減価償却累計額 △ 4,304 697

ﾍ　建設仮勘定 293,431

 有形固定資産合計 8,025,986

(2) 無形固定資産

ｲ　ソフトウェア 6,888

 無形固定資産合計 6,888

 固定資産合計 8,032,874

2　流動資産

(1) 現金預金 17,571

(2) 未収金 30,032

　　 貸倒引当金 △ 62 29,970

 流動資産合計 47,541

 資産合計 8,080,415

令和3年度　浜田市公共下水道事業予定貸借対照表

（令和4年3月31日）

資　　産　　の　　部
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3　固定負債

(1) 企業債

ｲ　建設改良企業債（※） 3,609,098

 企業債合計 3,609,098

(2) 引当金

ｲ　退職給付引当金 6,522

 引当金合計 6,522

(3) その他固定負債 450

 固定負債合計 3,616,070

4　流動負債

(1) 企業債

ｲ　建設改良企業債（※） 399,274

 企業債合計 399,274

(2) 未払金 16,872

(3) 引当金

ｲ　賞与等引当金 3,489

 引当金合計 3,489

 流動負債合計 419,635

5　繰延収益

  (1）長期前受金 5,578,630

      長期前受金収益化累計額 △ 2,420,444

 繰延収益合計 3,158,186

 負債合計 7,193,891

6　資本金

(1) 固有資本金 397,303

(2) 繰入資本金 289,688

 資本金合計 686,991

7　剰余金

(1) 資本剰余金

ｲ　国庫補助金 194,038

 資本剰余金合計 194,038

(2) 利益剰余金

ｲ　当年度未処分利益剰余金 5,495

 利益剰余金合計 5,495

 剰余金合計 199,533

 資本合計 886,524

 負債資本合計 8,080,415

負　　債　　の　　部

資　　本　　の　　部

(※)建設改良費等の財源に充てるための企業債
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（単位：千円）

1　営業収益

 (1) 下水道使用料 106,517

 (2) その他営業収益 1,426 107,943

2　営業費用

 (1) 管渠費 17,317

 (2) ポンプ場費 2,281

 (3) 処理場費 86,226

 (4) 業務費 8,040

 (5) 総係費 23,394

 (6) 減価償却費 293,983

 (7) 資産減耗費 39,259 470,500

営業損失 △ 362,557

3　営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金 1

 (2) 他会計補助金 277,600

 (3) 長期前受金戻入 143,905

 (4) 雑収益 1 421,507

4　営業外費用

 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 51,030

 (2) 雑支出 10,735 61,765 359,742

経常利益 △ 2,815

5　特別利益

 (1) 過年度損益修正益 4,350 4,350

6　特別損失

 (1) 過年度損益修正損 273 273

7　予備費

 (1) 予備費 1,200 1,200 2,877

当年度純利益 62

前年度繰越利益剰余金 5,433

当年度未処分利益剰余金 5,495

<参考>

財源措置します。

　地方公営企業会計基準に基づき、損益計算書において「減価償却費」を営業費用に、「長期前受金戻入」

を営業外収益に計上していることから、営業収支が362,557千円の赤字となっていますが、実質的な営業損

益を算出するため、長期前受金戻入相当額を「減価償却費」から控除した場合には、218,652千円の赤字と

なります。

令和3年度　浜田市公共下水道事業予定損益計算書

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）

　営業外費用の支払利息及び企業債取扱諸費51,030千円のうち、18,700千円は企業債（資本費平準化債）で
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（単位：千円）

1.　業務活動によるキャッシュ・フロー　　

当年度純利益 62

減価償却費 293,983

貸倒引当金の増減額（△は減少） 34

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,479

賞与等引当金の増減額（△は減少） △ 361

長期前受金戻入額 △ 143,905

資産減耗費 39,259

受取利息及び配当金（△) △ 1

支払利息 51,030

未収金の減少（△は増加） △ 8,177

その他の流動負債の増加（△減少） △ 2,715

231,688

受取利息及び配当金の受取額 1

利息の支払額 △ 51,030

業務活動によるキャッシュ・フロー　　　　　（A） 180,659

2.　投資活動によるキャッシュ・フロー　　

固定資産の取得・建設改良による支出（△） △ 307,888

国庫補助金収入 106,337

工事負担金収入 18,182

投資活動によるキャッシュ・フロー　　　　　（B） △ 183,369

3.　財務活動によるキャッシュ・フロー　

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 239,400

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還等による支出（△） △ 406,650

他会計からの出資による収入 170,729

一時借入金の借入による収入 400,000

一時借入金の返済による支出（△） △ 400,000

財務活動によるキャッシュ・フロー　　　　   (C) 3,479

資金増加額（△は減少額）　　　　 (A+B+C) 769

資金期首残高 16,802

資金期末残高 17,571

令和3年度　浜田市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）

項　　　　　　目

　小　　　　　　計
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1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）固定資産の減価償却の方法について
① 有形固定資産（リース資産を除く）
　浜田市公共下水道事業会計規則第86条の規定により定額法を適用。

保有している資産の主な耐用年数は次のとおり。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
　浜田市公共下水道事業会計規則第86条の規定により定額法を適用。

保有している資産の主な耐用年数は次のとおり。

③ リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用する。

（2）引当金の計上方法について
① 貸倒引当金
　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を貸
倒引当金として計上している。

② 退職給付引当金
　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における職員に対する退職手当の
要支給額から、島根県市町村総合事務組合（退職手当組合）における積立金相当額
を控除した額を計上している。
　なお、公営企業会計移行の前日（令和2年3月31日）までに発生している退職給付
に係る債務については、公共下水道事業特別会計に係るものとして、一般会計で負
担することにしている。

③ 賞与等引当金
　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、
当事業年度末における支給及び支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計
上している。

（3）その他会計に関する書類作成のための基本となる重要な事項について
① 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

2.予定貸借対照表等に関する注記

（1）企業債の償還に係る他会計の負担について
　貸借対照表に計上されている企業債残高（1年以内に償還予定のものも含む）の
うち、浜田市(市長部局）との協定等に基づき一般会計が負担すると見込まれる額は
3,142,563千円である。

種　類
ソフトウェア

耐用年数(年)
5

令和3年度　個 別 注 記 

種　類 耐用年数(年)
建物
構築物
機械及び装置

8～50
15～50
10～20
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3.予定損益計算書に関する注記

　特記事項なし。

4.予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

（1）重要な非資金取引について　　該当なし。

5.セグメント情報に関する注記

浜田市街地における、し尿・生活雑排水等の処理

（単位：千円）
合　　　計

6.減損損失に関する注記

（1）減損の兆候について　　該当なし。

7.重要な後発事象に関する注記　　該当なし。

8.その他の注記　　

（1）賞与等引当金の目的使用による取り崩しについて
　当事業年度において、職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利
費の支払いを行うため、賞与等引当金3,849千円を取り崩す。

（2）令和3年4月1日において、地方地区農業集落排水処理施設を統合することにより、
資産、負債、資本が増加している。

資本金 172,444 千円
負債資本合計 660,082 千円

資産合計 660,082 千円 流動負債 33,724 千円
繰延収益 336,550 千円

セグメント負債 230,933 6,962,958 7,193,891

固定資産 660,082 千円 固定負債 117,364 千円

経常損益 0 △ 2,815 △ 2,815
セグメント資産 277,925 7,802,490 8,080,415

営業収益 供用開始前のため
計上なし

107,943 107,943
営業費用 470,500 470,500
営業損益 △ 362,557 △ 362,557

公共下水道事業
特定環境保全公共下水道事業 国府地区、旭地区、三隅地区における、し尿・生活

雑排水等の処理

公共下水道事業 特定環境保全
公共下水道事業

　　公共下水道事業会計は、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業を運営してい
  ることから、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業の2つを報告セグメントと
  している。

セグメント区分 事　業　の　内　容
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　収　　入 （単位：千円）

1 539,003

(1) 120,552

1 119,773 下 水 道 使 用 料 119,773

下 水 道 使 用 料

2 779 手 数 料 58

雑 収 益 721

(2) 418,451

1 1 預 金 利 息 1

2 280,400 他 会 計 補 助 金 280,400

3 138,048 長 期 前 受 金 戻 入 138,048

消 費 税 及 び 地 方
消 費 税 還 付 金

5 1 そ の 他 雑 収 益 1

予 定 額 金　額

受取利息及び配当金

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

その他営業収益

4 1 1

長期前受金戻入

雑収益

消費税及び地方消費税還付金

節

下水道使用料

令和4年度　収益的収入及び支出明細書

備　　　考款　　　項　　　目

他会計補助金
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　支　　出

1 538,475

(1) 479,490

1 21,596 備 消 耗 品 費 70

光 熱 水 費 106

印 刷 製 本 費 43

通 信 運 搬 費 132

委 託 料 10,657 施設維持管理委託料 他

賃 借 料 18

修 繕 費 3,182

動 力 費 7,308

保 険 料 80

2 2,601 備 消 耗 品 費 70

光 熱 水 費 89

通 信 運 搬 費 238

委 託 料 545 施設維持管理委託料 他

修 繕 費 200

動 力 費 1,452

保 険 料 7

3 95,009 給 料 7,271

手 当 等 2,968

賞 与 等 引 当 金 繰 入 額 1,174

法 定 福 利 費 2,290

備 消 耗 品 費 658

光 熱 水 費 282

通 信 運 搬 費 312

委 託 料 58,763

手 数 料 9

修 繕 費 5,921

動 力 費 14,279

薬 品 費 1,000

保 険 料 82

4 9,446 給 料 3,135

手 当 等 1,430

賞 与 等 引 当 金 繰 入 額 485

法 定 福 利 費 908

報 償 費 43

備 消 耗 品 費 48

燃 料 費 12

印 刷 製 本 費 484

通 信 運 搬 費 204

委 託 料 2,038 検針業務委託料　他

手 数 料 515

賃 借 料 116

負 担 金 28

予 定 額款　　　項　　　目 金　額

処理場費

下 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

管渠費

ポンプ場費

節

業務費

備　　　考
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5 24,574 報 酬 360

給 料 4,762

手 当 等 3,320

賞 与 等 引 当 金 繰 入 額 819

法 定 福 利 費 1,722

退 職 手 当 組 合 負 担 金 2,679

退 職 給付 引当 金繰 入額 3,004 退職給付引当金に計上するための繰入額

旅 費 185

研 修 費 737

被 服 費 106

備 消 耗 品 費 90

印 刷 製 本 費 48

通 信 運 搬 費 37

会 議 費 7

委 託 料 3,865 公営企業会計システム保守　他

手 数 料 51

賃 借 料 5

負 担 金 2,749

補 助 金 28 水洗化促進事業利子補給

6 298,056 有形固定資産減価償却費 296,570

無形固定資産減価償却費 1,486

7 28,208 固 定 資 産 除 却 費 28,208

(2) 57,485

1 49,821 企 業 債 利 息 47,327

一 時 借 入 金 利 息 2,494

2 7,664 そ の 他 雑 支 出 7,664 控除対象外消費税

(3) 300

1 300 過 年 度 損 益 修 正 損 300

(4) 1,200

1 1,200 予 備 費 1,200予備費

営 業 外 費 用

雑支出

特 別 損 失

過年度損益修正損

予 備 費

減価償却費

資産減耗費

総係費

支払利息及び企業債取扱諸費
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　収　　入 （単位：千円）

1 354,724

(1) 49,000

1 49,000 国 庫 補 助 金 49,000

(2) 28,000

1 28,000 工 事 負 担 金 28,000

(3) 121,300

1 121,300 企 業 債 121,300

(4) 156,424

1 156,424 他 会 計 出 資 金 156,424

　支　　出

1 572,633

(1) 171,758

1 110,989 報 酬 1,859

給 料 6,024

手 当 等 733

法 定 福 利 費 423

退 職 手 当 負 担 金 1,077

備 消 耗 品 費 30

印 刷 製 本 費 36

委 託 料 48,519

賃 借 料 195

工 事 請 負 費 52,000

負 担 金 93

2 60,769 給 料 902

手 当 等 3,650

法 定 福 利 費 2,267

旅 費 91

備 消 耗 品 費 57

燃 料 費 50

通 信 運 搬 費 178

委 託 料 19,481

工 事 請 負 費 34,000

負 担 金 93

(2) 400,875

1 400,875 企 業 債 償 還 金 400,875

管渠費

処理場費

企 業 債 償 還 金

企業債償還金

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

金　額

他会計出資金

款　　　項　　　目 節予 定 額

資 本 的 収 入

国 県 補 助 金

備　　　考予 定 額 金　額

令和4年度　資本的収入及び支出明細書

款　　　項　　　目 節

備　　　考

国庫補助金

工 事 負 担 金

工事負担金

企 業 債

企業債

他 会 計 出 資 金

28


